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資料１ 住宅性能表示制度の概要等 

【新築住宅】 

○10 分野で住宅の性能が分かる 

・ 日本住宅性能表示基準で取り上げた性能表示事項は 34（新築住宅については 32 事項）ある。

この性能表示事項は、次のような 10 の分野に区分される。 

① 構造の安定に関すること     ② 火災時の安全に関すること 

③ 劣化の軽減に関すること     ④ 維持管理・更新への配慮に関すること 

⑤ 温熱環境に関すること      ⑥ 空気環境に関すること 

⑦ 光・視環境に関すること        ⑧ 音環境に関すること 

⑨ 高齢者等への配慮に関すること  ⑩ 防犯に関すること 

○国に登録された第三者機関の評価が受けられる 

○評価内容が契約に活かせる 

○円滑、迅速で専門的な紛争処理が受けられる 

○住宅性能評価を受けた住宅は地震保険料が優遇される 

○「住宅瑕疵担保責任保険」とセットで利用すると優遇を受けられる場合がある 

○民間金融機関の住宅ローンや住宅金融支援機構提携フラット 35 の優遇を受けられる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既存住宅】 

○住まいの性能が分かる 

・ 既存住宅の場合、新築住宅を対象とした性能表示事項（10 分野 32 事項）のうち、劣化事

象等による影響を何らかの形で反映でき、技術的に信頼度をもって評価が可能な事項に限定

して 7 分野 27 事項と、既存住宅のみを対象とした 2 事項が設定されている。 

・ 新築時に建設住宅性能評価書が交付されていない既存住宅では、現地調査で目視、計測等に

より判断できる性能表示事項に限られ、6 分野 16 事項の適用となる。 

・ 既存住宅用の基準でも、基本的には※等級の設定など表示方法は新築住宅用の基準と同一に

なっている。 

○住まいの劣化や不具合が分かる 

○安心・納得して既存住宅の売買ができる 

○適切な維持管理や修繕・リフォームに役立つ 

○国に登録された第三者機関の評価が受けられる 

○円滑、迅速で専門的な紛争処理が受けられる 

○既存住宅補償制度にも活用できる

【住宅性能表示のイメージ】 
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■ 新築住宅の交付実績の推移（京都府における設計住宅性能評価を受けた住宅の戸数の推移） 
・ 京都府における設計住宅性能評価を受けた住宅の戸数の推移をみると，新築着工戸数比では平成

15 年度から微減した後に，平成 17 年度から 19 年度にかけて 8.7％から 26.1％と 17.4％増

加している。 

・ また，持家と分譲の場合も，同期間に 12.1％から 41.2％と 29.1％増加している。一方で，賃

貸については，平成 15 年度以降，減少を続けており，平成 19 年度は 1.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
●新設住宅着工戸数（H19 年度：約 18,300 戸）に占める割合：26.1％ 

       うち持家＋分譲（H19 年度：約 11,400 戸）に占める割合：41.2％ 

          うち賃貸（H19 年度：約 6,700 戸）に閉める割合：1.2％ 

     ●累計交付戸数（平成 20 年 3 月末まで）：19,119 戸 

 

■ 既存住宅の建設住宅性能評価書交付実績の推移（全国，単位：戸） 

・既存住宅における性能評価書の交付実績については，新築住宅と比べると全国的に大変少なく，制度

実施後の累計をみると，戸建住宅で 585 戸，共同住宅等で 1,249 戸となっている。 

 

（注）持家，分譲，賃貸の集計

は平成 15 年度より
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■住宅性能表示制度の他都市の実施状況（平成 1９年度 都道府県別住宅性能評価書交付状況） 

資料：住宅性能評価機関等連絡協議会ＨＰ 

・ 設計住宅性能評価を受けた戸数について近畿圏の他都市の状況をみると，大阪府が新設住宅着工

戸数全体でみても，また賃貸，持家と分譲でみても最も高く，全国値も上回っている。 

・ 京都府については，賃貸を除いて，全国値を上回る結果となっている。 

・ 賃貸で設計住宅性能評価を受けた建物は全体的に少ない。 

 

○近畿圏の他都市の状況（平成 19 年度設計住宅性能評価を受けた戸数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：平成 19 年度新築住宅着工戸数等（資料：平成 20 年度版建築統計年報） 

 

 

 

Ｈ１９年度実績 全国 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県
新築住宅着工戸数 1,035,598 14,071 18,316 73,058 39,895 8,783 6,371
新築住宅着工戸数（持家） 311,803 5,433 4,934 11,057 10,596 2,946 3,293
新地住宅着工戸数（賃貸） 430,867 6,101 6,685 28,583 13,214 2,254 1,943
新築住宅着工戸数（分譲） 282,617 2,481 6,450 33,001 15,501 3,570 1,114

設計住宅性能評価を受けた住宅の戸数 全国 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県
戸建住宅 61,109 971 959 4,034 3,337 742 544
共同住宅 156,341 1,807 3,815 20,580 7,325 2,051 288
持家 43,339 861 889 2,592 2,005 564 497
賃貸 18,537 107 83 3,481 434 25 35
分譲 155,439 1,810 3,802 18,539 8,202 2,204 240

新設住宅着工戸数比 21.0% 19.7% 26.1% 33.7% 26.7% 31.8% 13.1%
新設住宅着工戸数比（賃貸） 4.3% 1.8% 1.2% 12.2% 3.3% 1.1% 1.8%
新設住宅着工戸数比（持家＋分譲） 33.4% 33.8% 41.2% 48.0% 39.1% 42.5% 16.7%
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資料２ 長期優良住宅の概要 
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資料３ インスペクション（建物検査）について 

インスペクション：取引の時点において、専門的な知識，技術を有する第三者の目視等による検査・調

査を行うこと 

■ インスペクションに関する現状認識 

（社会資本整備審議会 第 16 回不動産部会資料（平成 20 年 11 月 6 日）） 

 

○インスペクションに期待される効果と普及促進の必要性について 

期待される主な効果としては、以下の点が考えられるのではないか。これらの効果により、既存住宅

の流通市場が活性化することが期待されるのではないか。 

 ○住宅所有者にとっては、 

・ より適正な評価（実施した修繕等の追加投資を反映した評価）で既存住宅を取引することができ

る 

○既存住宅の購入者にとっては、 

・ 専門的な第三者が客観的に検査・調査した結果を参考に、物件価格の妥当性、瑕疵の有無、維持

修繕の要否等を検討し、契約の判断を行うことで、既存住宅を安心して取引することができる 

○既存住宅取引の関係者にとっては、 

・ 取引後の紛争の予防になることが期待される 

 
■ 検査項目例（社会資本整備審議会 第 16 回不動産部会資料（平成 20 年 11 月 6 日）） 
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資料４ 住情報の提供（他都市事例） 

 

■ 住情報の一元的な提供 

 （神戸市（神戸市すまいの安心支援センター「神戸・すまいるナビ」）ＨＰ） 

・ 神戸ですまいを探そうとする人のために、住宅の物件情報だけではなく生活関連施設の情報も一

元的に提供しており、住宅周辺の病院・学校・保育所などの地図情報も検索することができる。 

・ すまいについては、民間住宅から UR 都市機構住宅（旧公団住宅）、公社住宅、高齢者住宅まで幅

広く情報提供している。 

 

 

【すまいるネットとは】 
住まいに関する悩み・疑問などに対応，
サポートするために神戸市が開設した
「すまいの安心支援センター」。神戸市
住宅供給公社が運営しており，戸建か
ら集合住宅まで，住まいに関すること
なら何でも，利用できる。 
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■住まい方ガイドブック 

○共同住宅住まい方ガイドブック（福岡市） 

 共同住宅にお住まいの方同士が仲良く快適に住み続

けていくためのルールやマナーなどについて、基本的な

事柄をわかりやすくまとめた「共同住宅住まい方ガイド

ブック」を作成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○函館市居住サポートガイドブック「西部地区の住まいかた」（函館市） 

 空き地，空き家の有効活用を目的に，地域にあっ

た活用策の提案を行うことにより，土地，建物の所

有者はもとより，広く市民の方々に興味を持っても

らうため，居住サポートガイドブックを作成してい

る。 
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■ 住教育の取組 

○神戸市の事例 

・将来の住まいの主体となる子どもたちが，住まいと暮らしについて自ら考える力を身につけていくた

め，現場の先生や建築士などの専門家とのネットワークを組んで，学校での住教育の授業のサポート

に取り組んでいる。 

 

【住教育プログラム例】 

例１：「牛乳パックビル」を使った耐震授業 

内容：中学校家庭科の住分野の一部として，牛乳パックの模型を建物に見立てて，地震に強い

建物の構造を学びます。すまいるネットからゲストティーチャーを派遣します。 

対象：中学１～３年生 

 

例２：「模型とクイズ」を使った耐震・防災学習 

    内容：防災訓練等の後の講演で，「木枠の模型」を使って地震に強い建物の構造を学んだり，

クイズ形式で防災対策ついて楽しく学びます。すまいるネットからゲストティーチャー

を派遣します。 

    対象：中学１～３年生 

 

【住教育・建築教育の実践集の作成】 

・すまいるネットでは，この他にも兵庫県建築士会の各種委員会や各支部と協働で，住教育・建築教育

の実践を重ねており，その取組成果を実践集としてまとめている。 

 

 実践集の表紙及び目次 
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■ 住教育の取組（京都府） 

○京都市の場合 

【地震につよい安心安全なまちづくり出前講座（やってみよう！耐震診断）】 

 

１ 趣旨 

京都府が取り組む「木造住宅の耐震診断の普及・啓発」、社団法人京都府建築士会が取り組む「建

築士の知識・技能を生かした社会の福祉を増進するための活動」並びに市町村が取り組む「災害に

つよい安心安全なまちづくり推進」の一環として協働実施。 

 

２ 出前講座の内容 

専門家の講義や映像・模型等機材使用など、わかりやすく、親しみやすく工夫した講座を行う。 

・ 建築士の知識・技能を織り交ぜ実施する「対話型の講義」 

・ 地震の基礎知識、身を守るための行動や準備などの「スライド学習」 

・ 地震体験車による「体験」や紙製振動模型の「工作・観察」 等 

 

３ 実績 

・福知山市立成仁小学校：全校（291 名）が 3 グループに分かれて実施 

・福知山市立上川口小学校：全校（78 名）が 3 グループに分かれて実施 

・与謝野町立与謝小学校：全校（89 名）が 3 グループに分かれて実施 
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資料５ 重要事項説明書の概要 

 

■ 社会資本整備審議会第１７回不動産部会・配付資料（平成 20 年 12 月 4 日） 
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資料６ 告知書の概要等 

告知書：「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（国土交通省不動産業課長通達）」において、物件の

過去の修繕等の履歴や隠れた瑕疵など売主や所有者にしか分からない事項について、売主等の

協力が得られるときは売主等が知り得る範囲で記載したもの、として位置付けられている。 

 

■ ガイドラインにおける告知書(社会資本整備審議会 第16回不動産部会資料（平成20年11月6日）) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 告知書について（社会資本整備審議会 第 20 回不動産部会資料（平成 21 年 3 月 5日）） 
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■ 告知書の書式例 
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■ 告知書の活用状況（社会資本整備審議会 第 16 回不動産部会資料（平成 20 年 11 月 6 日）） 
 
○既存住宅売買の媒介業務における「告知書」の活用状況（戸建ての取引） 

・ ９割以上の取引で活用している事業者は，不動産協会会員業者で 83％，ＦＲＫ会員業者で 91％，

全宅連会員業者で 48％となっており，全宅連会員業者の活用状況は低い。 

・ また，5 割以上の取引で活用している事業者は，不動産協会，ＦＲＫ会員業者では 100％なのに

対して，全宅連会員業者では 68％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○「告知書」の活用にあたり，問題点として考えられるもの 

・ 告知書を活用する上では，「記載内容について買主の誤解を招く」や「売主の協力が得られない」，

「買主にとって必要な情報が不十分」という点が問題点と多くが答えている。 
 


